
I．は　じ　め　に

　2012 年 7 月に再生可能エネルギー固定価格買取制度 FIT
（Feed-in Tariff）が開始され，木質バイオマス発電，特に買
取価格が高値に設定された未利用材を燃料とする発電施設
が，2020 年 6月時点で，全国 148 カ所で新規認定され，す
でに 74カ所で稼動している（資源エネルギー庁 2021）。
しかしながら，未利用材を FITの買取期間 20 年間安定し
て調達できるか，さらには FIT終了後の木質バイオマス発
電の採算性が懸念されている。また，大規模な木質バイオ
マス発電施設の増加に伴い，燃料材の利用が拡大し，燃料
の輸入が増加するとともに，間伐材・林地残材を利用する
場合でも，流通・製造コストが嵩むなどの課題が見られる
ようになった。このため，森林資源をエネルギーとして地
域内で持続的に活用するための担い手確保から発電・熱利
用に至るまでの「地域内エコシステム」（地域の関係者の
連携の下，熱利用又は熱電併給により，森林資源を地域内
で持続的に活用する仕組み）の構築に向けた取組も進めら

れている（林野庁 2020）。
　地域で未利用材をエネルギーとして利用するために，井内
（2004）や Kamimura et al. （2012）は市町村を単位として日本
全国の未利用材を含めた木質バイオマスなどの賦存量や供
給可能量を，また，Yoshioka and Sakai（2005）や Yamaguchi 
et al. （2014）は森林施業の単位となる小班を単位として，
中山間地域や栃木県における未利用材の収穫量や収穫費用
を試算したが，これらの研究は現状の齢級構成や素材生産
量から賦存量や利用可能量が推計されており，長期的な賦
存量や利用可能量は推計されていない。
　一方，Kinoshita et al. （2010）は 40 年伐期を想定し，
Yamamoto et al. （2019）は 60 年伐期を想定し，さらに，
Yamamoto et al. （2019）は森林の更新費用も考慮して長期的
な供給ポテンシャルや利用可能量を推計した。Kinoshita et al. 
（2010）は 1 kmメッシュを単位として日本全国を，

Yamamoto et al. （2019）は小班を単位として栃木県を対象
として推計した。近年，大型製材工場や木質バイオマス発
電施設の設置進展に伴い，木材の流通は都道府県域を超え
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　本研究では，まず都道府県が管理する民有林の森林 GISと林野庁が管理する国有林の森林 GISを取得し，地域森林計画を基
に施業条件を設定，傾斜や起伏量といった地形量から作業システムを設定した。次に，GISを用いて収穫コストの算出，スギ・
ヒノキ・マツ・カラマツの木材売上，山元立木価格，造林費を用いて収支を算出した。最後に，FITで未利用木質バイオマス発
電設備に認定され，2020 年 6 月時点で稼働している日本全国の発電所を対象に，経済的に利益が得られる小班からの供給ポテ
ンシャルを利用可能量として推計した。その結果，供給ポテンシャルは用材 65,490,336 m3/年，未利用材 13,098,067 m3/年と推計
された。利用可能量は用材 31,080,672 m3/年，未利用材 6,216,134 m3/年と推計され，供給ポテンシャルの 47.5％との結果を得た。
また，未利用材利用可能量と需要量を比較した結果，需要量に対する利用可能量の割合は 71.6％であった。ただし，再造林を
担保するために造林補助率を 100％として推計したところ，全国での需要量を満たす未利用材供給が可能になると推計された。
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て広域化しており，より現実的な未利用材の利用可能量を
推計するためには，木材の交流を考慮して試算する必要が
ある。そこで Battuvshin et al. （2020）は栃木県と木材交流
がある福島県，茨城県，群馬県を対象に加えて小班を単位
として試算を行った。また，Yamamoto et al. （2019）は栃
木県内の森林組合から聞き取り調査を行い，施業条件や作
業システムを設定して利用可能量を推計したのに対して，
Battuvshin et al. （2020）は地域森林計画から施業条件を，
後藤（2016）が提案した方法を用いて傾斜や起伏量といっ
た地形量から作業システムを設定し，利用可能量を推計し
た。
　海外においてはデンマークやフィンランドにおいて全国
規模の推計が行われているが，Nord-Larsen and Talbot（2004）
は長期的な供給量のみ，Ranta （2005）と Nivala et al. （2016）
は需要と供給を考慮して経済的な利用可能量を推計してい
るが，長期的な推計を行っておらず，推計単位は市町村や
1 kmメッシュである。このように，全国規模で小班を単
位として，施業条件や作業システムを設定して，未利用材
利用可能量を推計した研究は筆者らが知る限りは世界的に
も見当たらない。本研究では都道府県が管理する民有林の
森林 GISと林野庁が管理する国有林の森林 GISを取得し，
地域森林計画を基に施業条件を設定，傾斜や起伏量といっ
た地形量から作業システムを設定し，GISを用いて収穫コ
ストの算出，樹種別の木材売上，山元立木価格，造林費を
用いて収支を算出することで，経済的に利益が得られる小
班からの供給ポテンシャルを利用可能量として推計した。
なお，本研究では Yamamoto et al. （2019）や Battuvshin et 
al. （2020）が開発した数値解析ソフトウェアのMATLAB
を用いた高速演算可能な手法を用いることにより，FITで
未利用木質バイオマス発電設備に認定され，すでに稼働し
ている日本全国の発電所を対象に，小班単位で未利用材の
利用可能量を推計することが可能となった。また，一般的
に未利用材とは間伐材等由来の木質バイオマスと定義さ
れ，間伐材と森林経営計画・国有林野施業実施計画対象森
林，保安林より間伐以外の方法で伐採された木材のことで
あるが（林野庁 2012），本研究では間伐・主伐の幹部の林
地残材を未利用材として推計した。

II．対象地とデータ

　オープンデータである北海道と静岡県を除いて，日本全
国の都府県にデータ取得を依頼したが，本解析開始時に香

川県と沖縄県からはデータが取得できず，千葉県と福井県
は準林班までのデータであったため，これら 4県を除いた
43 都道府県で本解析は行った（J-Stage電子付録付表︲1）。
したがって，地方で取りまとめた結果は過小推計になって
いることに注意を要する。なお，本論文投稿時点において
は香川県，沖縄県からもデータが取得できたため，今後は
準林班を単位として全都道府県を対象に推計を行う予定で
ある。
　全国の都道府県庁より取得した森林簿，小班界（森林計
画図）の shapeデータ，林野庁より取得した国有林小班界
の shapeデータ，国土地理院発行の数値地図より 10 mメッ
シュの数値標高モデル（DEM）と道路データを使用した。
解析の対象は民有林・国有林のスギ，ヒノキ，アカマツ，
クロマツ，カラマツ林分とした。令和元年木材需給報告書
（林野庁 2021a）から推計している木材の売上額や，平成
30 年山元立木価格（日本不動産研究所 2018）等本研究で
使用している統計データがアカマツ，クロマツをマツとし
て集計しているため，アカマツ，クロマツ林分はマツとし
て集計している。
　本研究では小班の位置や形の情報に加え，森林簿情報 
（樹種）を用いて解析を行った。Battuvshin et al. （2020）は
森林簿情報（地位）も用いて試算したが，地位の記載が無
い都道府県もあったことから，本研究では地位は 2で統一
して試算した。小班界 shapeファイルと森林簿には地形量
や後述の解析に使用する小班面積，樹種の情報以外に，
MapKeycode，Keycodeが存在する。いずれも地番を並べ
たコードであり，その構成は，市町村コード，旧市町村コー
ド，林班，準林班，小班，枝番である。Keycodeがこれら
をそのまま並べたコードであるのに対し，Mapkeycodeは
カタカナ表記である準林班を番号に変換し作成されたコー
ドで，小班界の shapeデータと森林簿をリンク付けする際
に使用できる。これらのコードが存在しない都道府県にお
いては森林簿，小班界の shapeファイルの市町村，林班，
準林班，小班，枝番のコードを合わせることで，Keycode，
MapKeycodeと同様のものを作成し，小班界 shapeファイ
ルと森林簿の結合を行った。結合ができた全小班数と面積
を表︲1 に示す。全国人工林 10,203,842 haとほぼ同様の
10,080,046 haが解析対象となった。

III．方　　　　　法

　解析方法は 1）供給ポテンシャルと収入の算出，2）各

表︲1． 地方別小班数，面積

地方 利用可能
小班数 全小班数 小班数割合

（％）
利用可能面積
（ha）

全面積
（ha）

面積割合
（％）

平均小班面積
（ha）

最小面積
（ha）

最大面積
（ha）

北海道 100,562 594,425 16.9 725,335 1,362,930 53.2 2.3 2.90E-07 551
東北 1,357,022 3,004,670 45.2 797,652 1,997,207 39.9 0.7 3.90E-14 197
関東 485,086 990,829 49.0 205,560 610,967 33.6 0.6 1.80E-16 158
中部 1,926,732 3,274,203 58.8 771,146 1,593,740 48.4 0.5 2.50E-15 384
近畿 819,785 1,475,848 55.5 551,916 1,312,728 42.0 0.9 8.60E-14 342
中国 1,176,109 2,058,528 57.1 562,212 1,167,240 48.2 0.6 7.60E-08 5,179
四国 655,221 1,130,556 58.0 260,779 688,456 37.9 0.6 2.00E-11 188
九州 2,265,674 2,847,849 79.6 901,967 1,346,778 67.0 0.5 1.90E-10 291
全国 8,786,191 15,376,908 57.1 4,776,567 10,080,046 47.4 0.7 1.80E-16 5,179
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小班因子（土場の位置，搬出距離，運搬距離）の算出，3）
支出の算出，4）利用可能量の推計からなる。
1．�供給ポテンシャルと収入の算出
　各都道府県の地域森林計画を参考に伐期，間伐回数およ
び間伐林齢，伐採率，間伐方法等の必要な条件を設定した。
これらの条件を基に，樹種ごとに収穫表作成システム
LYCS3.3（松本 2021）を用いて間伐，主伐時に発生する
材積（m3/ha）を推定し，各小班の面積を乗じて伐期全体
の総材積を算出した。発生した総材積を伐期で除し，その
値に後述の ABC材（用材）率，D材（未利用材）率を乗
じることで，1年間当たりの用材，未利用材の供給ポテン
シャル（m3/年）を推定した。このため，齢級別面積が一定，
前林分の成長傾向が一定，主伐後は必ず植栽されるという
法正林を想定して本研究の推計は行われており，単年度ご
との需要を賄うことを担保するものではないことに注意を
要する。なお，本研究では法正林を想定して年利率による
利子を考慮していない（田中 2020）。また，対象樹種の中
では LYCS3.3 で推定できる樹種はスギ，ヒノキ，カラマ
ツのみとなっているため，マツ林分に関してはカラマツの
値で代用している。また，歩留まりは 90％（用材率 75％，
未利用材率 15％）とした。
　収入は 1伐期当たりで小班から収穫された用材，未利用
材の木材売上の合計とした。木材売上算出のため，令和元
年木材需給報告書（林野庁 2021a）より製材用材（A材）
は中丸太価格，合板用材（B材）は合板用丸太価格，チッ
プ用材（C材）はチップ向け針葉樹丸太価格を各都道府県
の対象樹種ごとに設定し，それらに素材生産量の比を乗じ
た値を用材の平均素材価格と設定した。また，未利用材（D
材）の価格は現状，枝葉ではなく，チップ用材（C材）と
競合する丸太を利用することが多いことから，本研究では
チップ用材（C材）の価格と同様とした。なお，対象樹種
の価格が記載されていない都道府県では地方の平均価格を
採用した。木材売上額は歩留まりを考慮した用材，未利用
材の材積に価格を乗じることで算出した。
2．�各小班因子の算出
　収穫コストを算出するために使用する各小班の土場の位
置，搬出距離，運搬距離といった各小班の因子の算出方法
について記す。土場は小班の重心とした。搬出距離は，設
定した土場から道路データの最近傍点までの直線距離に，
森林作業道迂回率 η´ を乗じて算出した距離とした。森林
作業道迂回率 η´ は，地形区分によって値が異なる。小林
（1997）の推定式（1）に各小班の平均林地傾斜 X（％）を
代入し，森林利用学的地形指数 Yを求めた。

　Y＝1.287X－2.844 （1）

　これに基づいて小班ごとに地形区分を行い，森林作業道
迂回率 η´ を設定した。なお，本研究では森林作業道迂回
率 η´ として小林（1997）の作業道迂回率を援用した。
　用材，未利用材の集荷先をそれぞれ設定し，小班の重心
座標，道路データ，集荷先の座標をもとに Dijkstra法を用
いて，各小班からすべての集荷先までの最短経路を運搬距
離として計算した。J-Stage電子付録付図︲1，2 は各小班か

ら最短経路の用材，未利用材の集荷先までの運搬距離を示
す。用材の集荷先は各都道府県の共販所とし（岡田 2015），
未利用材においては FITの認定を受け，2020 年 6 月時点
で稼働している未利用木質を燃料とする発電所とした（資
源エネルギー庁 2021）。なお，各小班からの集荷先は，後
述の収支を計算した後に，利益が最大となる集荷先を，各
小班からの集荷先とした。
3．�支出の算出
　作業システムは後藤（2016）を参考に，各小班の傾斜
（J-Stage電子付録付図︲3）と起伏量（J-Stage電子付録付図︲
4）により，9種類の作業システム（CTL，9-13 tグラップル，
9-13 tウィンチ，9-13 tスイングヤーダ，6-8 tウィンチ，
6-8 tスイングヤーダ，3-4 tウィンチ，タワーヤーダ，本
格架線）を設定した（表︲2，J-Stage電子付録付図︲5）。収
穫コストは伐倒造材，集材，搬出，運搬，路網作設の各コス
トの合計とした（Battuvshin et al. 2020）。また，間伐と森林
作業道作設には補助金を計上した（Matsuoka et al. 2021）。
補助は面積 5 ha以上かつ搬出材積が 10 m3/ha以上の小班
のみとした。間伐補助金は，平成 28 年度造林補助事業単
価表 （栃木県 2016a）を基に，伐採率，造材，集材方法，
搬出材積ごとに標準単価を決定し，査定係数 1.7 と補助率
0.4 を乗じた値を補助額とした。森林作業道作設に関して
は林地傾斜と幅員ごとに作設単価を決定し，査定係数 1.7
と補助率 0.4 を乗じた値を補助額とした。傾斜は緩傾斜
15°未満，中傾斜 15°以上 30°未満，急傾斜が 30°以上とし
た（栃木県 2016b）。
　造林費は各都道府県の造林補助事業単価表を参考に各作
業の単価を樹種，森林計画区ごとに設定し，地域森林計画
から読み取った作業の回数を乗じることで一伐期当たりの造
林費を計上した。なお，単価表が公表されていない都道府
県は周辺の県の値を用いた。また，造林補助金は造林費の
標準単価に査定係数 1.7と補助率 0.4を乗じた値を計上した。
4．�利用可能量の推計
　収支は算出された木材売上を収入とし，支出を収穫コス
トと造林費の合計から間伐補助金，森林作業道作設補助金，
造林補助金を差し引いたものとした。また，算出された伐
期全体の収入と支出を比較し，森林所有者への返却金とし

表︲2． 傾斜と起伏量による作業システム区分
起伏量

100 m未満 100～200 m 200～300 m 300～400 m 400 m以上

傾
斜

15°未満 CTL CTL CTL

15~20°
9-13 t 9-13 t 9-13 t 9-13 t

グラップル グラップル ウィンチ スイング
ヤーダ

20~25°
9-13 t 9-13 t 9-13 t 9-13 t 9-13 t

グラップル ウィンチ ウィンチ スイング
ヤーダ

スイング
ヤーダ

25~30°
6-8 t 6-8 t 6-8 t

本格架線ウィンチ スイング
ヤーダ

スイング
ヤーダ

30~35° 3-4 t スイング
ヤーダ 本格架線 本格架線ウィンチ

35°以上 本格架線 本格架線 本格架線
資料：後藤（2016）。

418 松岡・林・有賀・白澤・當山・守口



て平成 30 年山元立木価格（日本不動産研究所 2018）を設
定し，収支が返却金を上回る小班の供給ポテンシャルを利
用可能量として推計した。なお，山元立木価格はスギ，ヒ
ノキ，マツのみの記載のため，カラマツはマツの値を用いた。
　本研究の利用可能量は法正林を想定して推計された値
で，現実の単年度の値を示すものではないが，その値の大
きさを解釈するため，用材は平成 30 年木材需給報告書（林
野庁 2021a）の素材生産量と，未利用材は平成 30 年木質
バイオマスエネルギー利用動向調査（林野庁 2021b）の間
伐材等由来木材チップ利用量（絶乾トンを 2.2 倍して m3

換算）と比較した。また，発電所の未利用材需要量を 5 
MW当たり 100,000 m3（農林水産省 2015）として，本研
究の未利用材利用可能量と比較した。

IV．結 果 と 考 察

1．�供給ポテンシャル・利用可能量推計
　全国における用材の供給ポテンシャルは 65,490,336 m3/
年，未利用材の供給ポテンシャルは 13,098,067 m3/年と推
計された。利用可能量においては用材で 31,080,672 m3/年，
未利用材で 6,216,134 m3/年と推計され，供給ポテンシャル
の 47.5％となった（表︲3）。九州の供給ポテンシャルに対
する利用可能割合が 67.3％と高い値を示した。これは九州
が東北や関東同様に推計された収穫コストが平均的に低く
（図︲1），さらに木材価格が高いヒノキも多いことなどが要
因だと考えられる。北海道は運搬距離が長いため（J-Stage
電子付録付図︲1，2），収穫コストが高くなっているが，実
際には大型機械により低コストで作業が行われているとこ
ろも多いと考えらえる。本試算では全国一律で地形量に
よって作業システムと機械サイズを決定しているため
（Battuvshin et al. 2020），今後は地域に適した作業システム

や機械サイズを設定する必要がある。また，利用可能と判
断された面積割合は（表︲1），どの地方においても供給ポ
テンシャルに対する利用可能量の割合（表︲3）と同程度で
あった。一方，利用可能と判断された小班数割合は，北海
道で面積割合より小さく，他の地方では大きかったことか
ら，北海道では大きな面積の小班を中心に，一方，他の地
方では面積が小さな小班においても利用可能になったと推
察される。北海道では運搬距離が長く，今回の試算におい
ては収穫コストが高くなっている場所があることから（図︲
1），補助金の適用外である 5 ha未満の小班で利用不可と
なり，5 ha以上の大きな小班が比較的多く利用可能になっ
たものと考えられる。一方，他の地方は運搬距離が短く，
集荷先に近い小面積の都市近郊林や里山のような小班にお
いても比較的多く利用可能になったものと考えられる。
　Battuvshin et al. （2020）では福島県，茨城県，栃木県，
群馬県の供給ポテンシャルに対する利用可能量の割合を
38，97，72，95％と推計している。本研究では 25.4，26.9，

表︲3． 地方別用材・未利用材の供給ポテンシャル・利用可能量
と供給ポテンシャルに対する利用可能量の割合

地方

用材 未利用材
割合
（％）

利用
可能量
（m3）

供給
ポテンシャル
（m3）

利用
可能量 
（m3）

供給
ポテンシャル
（m3）

北海道 5,338,418 9,995,649 1,067,684 1,999,130 53.4
東北 5,296,613 13,271,560 1,059,323 2,654,312 39.9
関東 1,297,316 3,852,232 259,463 770,446 33.7
中部 5,072,960 10,267,833 1,014,592 2,053,567 49.4
近畿 3,546,555 8,254,251 709,311 1,650,850 43.0
中国 3,476,096 7,528,963 695,219 1,505,793 46.2
四国 1,540,131 4,130,855 308,026 826,171 37.3
九州 5,512,582 8,188,992 1,102,516 1,637,798 67.3
全国 31,080,672 65,490,336 6,216,134 13,098,067 47.5

図︲1.　地方別収穫コスト
中央値，上位四分位数，下位四分位数，外れ値でない最小値と最大値を示す。
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35.2，40.7％と小さい値となっているが，これは Battuvshin 
et al. （2020）は間伐補助金を 5 ha未満の小班にも適用して
いるためである。一方，Matsuoka et al. （2021）は青森県，
岩手県，宮城県，秋田県，山形県において，本研究と同様，
間伐補助金を 5 ha以上の小班に適用しているが，供給ポテ
ンシャルに対する利用可能量の割合は 48.8，40.0，41.5，
32.0，28.6％で，本研究の 45.6，41.5，53.9，48.5，22.0％と
近い値であった。ただし，結果が異なる理由は，Matsuoka 
et al. （2021）は平成 30 年木材需給報告書（林野庁 2021a）
を使っているのに対して，本研究では令和元年木材需給報
告書（林野庁 2021a）を使っていることが主原因である。
木材価格により結果が異なるため，木材価格の設定，また
結果の解釈には注意を要する。また，本研究においても間
伐補助金を 5 ha以上の全ての小班に適用しているが，実
際には補助金には限りがあるため，適正な補助金の利用を
考慮した推計を行う必要がある（守口ら 2016）。さらに，
この利用可能量を実際に利用する際には，作業を行う人・
機械の確保や，伐採後の更新作業の労力が供給できるのか
も検討する必要がある。
2．�素材生産量・利用可能量・需要量との比較
　利用可能量は用材では素材生産量の 144.9％，未利用材は
木材チップ利用量の 106.9％となった（表︲4，5）。用材の利
用可能量は東北と関東で 100％を若干下回るが，ほぼ現状
の素材生産量を上回る値として推計された。未利用材の利
用可能量は東北や九州などの木材チップ利用量が多い地方
や，関東や四国などの資源量が少ない地方で現在の木材チッ
プ利用量を下回る値として推計された。これらの地方では
他の地方から未利用材が移入しているものと考えられる。
　また，利用可能量は全国では需要量の 71.6％となった

（表︲6）。現状の木材チップ利用量に対して不足していた四
国と九州に加えて，北海道・中部・近畿で不足するという
結果であった。本研究では規模の効果による単位発電出力
当たりの需要量の変化や，直接燃焼発電と比較して効率の
良いガス化発電などを考慮に入れていない。また，FITの
認定を受け，未利用木質を燃料として稼働している発電所
は未利用材を 100％利用する想定で推計しているが，実際
には未利用木質の発電所においても他の燃料種別の木質を
受け入れる場合もある。逆に一般木質等の発電所において
も未利用材を利用，さらに，FIT認定外の発電所や熱利用
施設を考慮に入れていないことから，本推計が実情をすべ
て表しているものではないが，地域における利用可能量に
関する参考情報は提供しているものと考える。
　現在，戦後の拡大造林による人工林が主伐期を迎えてい
るが，再造林や持続可能な森林経営を担保するために一部
の都道府県や市町村による追加の造林補助金により造林費
用の 100％補助が行われる場合がある。そこで造林補助率
100％として推計したところ，需要量 8,685,784 m3/年に対
して利用可能量は 9,221,428 m3/年と，全国割合は 71.6％か
ら 106.2％となり，全国的には需要量を満たす未利用材の
供給が可能となると推計された。地方においても北海道や
九州において大幅に不足するものの，中部が 100％を若干
下回る以外は他の地方は需要を満たす利用可能量が推計さ
れた（表︲7）。
　北海道では用材の運搬において共販所が少なく，製材所
への直送が一般的である（酒井ら 2017）。そこで，用材の
集荷先を道内の代表的な製材工場 （北海道地区広域原木流
通協議会 2017，J-Stage電子付録付図︲6）に設定して利用
可能量を推計した。需要量に対する利用可能量の割合は

表︲4． 地方別用材利用可能量・素材生産量と素材生産量に対す
る利用可能量の割合

地方 利用可能量（m3） 素材生産量（m3） 割合（％）
北海道 5,338,418 3,335,000 160.1
東北 5,296,613 5,526,000 95.8
関東 1,297,316 1,336,000 97.1
中部 5,072,960 1,901,000 266.9
近畿 3,546,555 1,155,000 307.1
中国 3,476,096 1,707,000 203.6
四国 1,540,131 1,337,000 115.2
九州 5,512,582 5,148,000 107.1
全国 31,080,672 21,445,000 144.9
資料 : 林野庁 （2021a）。

表︲5.　 地方別未利用材利用可能量・間伐材等由来木材チップ
利用量と木材チップ利用量に対する利用可能量の割合

地方 利用可能量（m3） 木材チップ利用量（m3） 割合（％）
北海道 1,067,684 746,788 143.0
東北 1,059,323 1,119,578 94.6
関東 259,463 315,808 82.2
中部 1,014,592 526,469 192.7
近畿 709,311 443,073 160.1
中国 695,219 592,887 117.3
四国 308,026 413,450 74.5
九州 1,102,516 1,655,082 66.6
全国 6,216,134 5,813,135 106.9
資料 : 林野庁 （2021b）。

表︲6.　 地方別未利用材利用可能量・需要量*と需要量に対する
利用可能量の割合

地方 利用可能量（m3） 需要量（m3） 割合（％）
北海道 1,067,684 1,770,810 60.3
東北 1,059,323 1,037,980 102.1
関東 259,463 198,512 130.7
中部 1,014,592 1,548,730 65.5
近畿 709,311 824,600 86.0
中国 695,219 542,199 128.2
四国 308,026 407,700 75.6
九州 1,102,516 2,355,253 46.8
合計 6,216,134 8,685,784 71.6

*5 MW当たり 100,000 m3 （農林水産省 2015） として試算。

表︲7.　 地方別未利用材利用可能量 （造林補助率 100％） ・需要
量*と需要量に対する利用可能量の割合

地方 利用可能量（m3） 需要量（m3） 割合（％）
北海道 1,226,481 1,770,810 69.3
東北 1,711,279 1,037,980 164.9
関東 355,895 198,512 179.3
中部 1,481,938 1,548,730 95.7
近畿 837,650 824,600 101.6
中国 1,602,461 542,199 295.5
四国 570,472 407,700 139.9
九州 1,435,251 2,355,253 60.9
合計 9,221,428 8,685,784 106.2

*5 MW当たり 100,000 m3 （農林水産省 2015） として試算。
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60.3％（表︲6）から 64.7％へ増加したが，集荷先が共販所
の場合と大きくは変わらない結果となった。これは用材の
集荷先に加えて未利用材の集荷先も少なく，運搬コストが
高くなりやすいことが原因と考えられる。発電所の燃料需
要に加え，敷料・バーク堆肥原料などへの需要に対応でき
るように市町村，数市町村単位で中間集積を設置するエリ
アが増えている（酒井ら 2017）。このことから，中間集積
を集荷先に加えることで運搬コストを低減し，利用可能割
合の増加が期待できる。なお，北海道以外でも直送や中間
集積で大型トラックに載せ替えて長距離運搬を行う地方も
増えてきたことから，地域に適したサプライチェーンを調
査し，より現実に即した利用可能量推計を行う必要がある。
　中国地方においては，利用可能量の多くが島根県に集荷
されていた。これは島根県が周辺県よりも未利用材価格が
高く，未利用材の集荷先として選ばれやすかったためだと
考えられる。岩岡ら（2017）は発電出力 1 MW以上にな
ると県外から燃料調達する事例が増えることから，発電効
率を確保するための最低規模である 5 MW以上の木質バ

イオマス発電所が各県で稼働すると，隣接県間で燃料調達
が競合し調達困難になることを指摘している。木質バイオ
マス発電所の規模や未利用材の価格差によって，中国地方
では未利用材調達の競合が起きていることが考えられる。
また，九州においては需要量の合計が供給ポテンシャルを
超えているため，需要量を満たせないという結果だった。
したがって，供給ポテンシャルや利用可能量に見合った適
切な発電施設の設置計画が望まれる。
3．�作業システム別利用可能量
　本研究で推計した収穫コストが最も高い作業システムと
なったのは 3-4 tウィンチであり（図︲2），供給ポテンシャ
ルに対する利用可能量の割合が最も低くなっているのも
3-4 tウィンチであった（表︲8）。これは 30°以上の急傾斜
地での使用を想定し（表︲2），また，生産性が低く想定さ
れているためである（Battuvshin et al. 2020）。最も利用可
能割合が大きい作業システムは CTL（ハーベスタ・フォ
ワーダ）で，利用可能割合は 57.5％であった。地形的には
CTLも導入可能な地域があるが（J-Stage電子付録付図︲5），

図︲2.　作業システム別収穫コスト
中央値，上位四分位数，下位四分位数，外れ値でない最小値と最大値を示す。

表︲8.　作業システム別用材・未利用材の供給ポテンシャル・利用可能量と供給ポテンシャルに対する利用可能量

作業システムシステム
用材 未利用材

割合（％）
利用可能量（m3） 供給ポテンシャル（m3） 利用可能量（m3） 供給ポテンシャル（m3）

CTL 5,755,643 10,009,154 1,151,129 2,001,831 57.5
9-13 tグラップル 5,061,989 9,097,230 1,012,398 1,819,446 55.6
9-13 tウィンチ 4,596,522 9,278,091 919,304 1,855,618 49.5
9-13 tスイングヤーダ 3,172,324 7,759,032 634,465 1,551,806 40.9
6-8 tウィンチ 1,028,301 2,486,812 205,660 497,362 41.4
6-8 tスイングヤーダ 4,147,712 12,490,821 829,542 2,498,164 33.2
3-4 tウィンチ 53,881 182,881 10,776 36,576 29.5
タワーヤーダ 1,283,427 3,624,022 256,685 724,804 35.4
本格架線 5,877,182 11,903,910 1,175,436 2,380,782 49.4
車両系 16,465,401 31,054,168 3,269,807 6,210,834 53.0
架線系 14,480,647 35,777,785 2,854,408 7,155,557 40.5
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実際には北海道や東北，長野の一部でしか利用されていな
い。海外では生産性や労働安全向上のために，ケーブルア
シストで林地攪乱を抑えながら駆動力を補って傾斜地でも
CTLが使われていることから，今後，日本でも CTLの導
入・普及が期待される。また，作業システムを車両系（CTL，
9-13 tグラップル，9-13 tウィンチ，6-8 tウィンチ，3-4 t
ウィンチ）と架線系（9-13 tスイングヤーダ，6-8 tスイン
グヤーダ，タワーヤーダ，本格架線）で集計すると，未利
用材供給ポテンシャルは車両系で 6,210,834 m3/年，架線系
は 7,155,557 m3/年，利用可能量は車両系で 3,269,807 m3/年，
架線系では 2,854,408 m3/年と，利用可能割合は車両系
53.0％，架線系 40.5％と推計された。収穫コスト的には車
両系，特に CTL，9-13 tグラップル，9-13 tウィンチが低
いが（図︲2），架線系は間伐補助金の適用条件（小班面積
5 ha以上，搬出材積 10 m3/ha以上）を満たす小班が面積割
合で 76.8％，車両系では 55.5％となっており，タワーヤー
ダや本格架線は奥山急傾斜地で収穫コスト的には不利だ
が，大面積であるため補助金の適用を受けやすく，利用可
能割合は車両系と比較して，大きくは下回らない結果と
なった（表︲9）。ただし，実際の作業においては集約化に
より団地を形成して，路網整備，大型機械を効率的に使い
ながら作業を行っており，Matsuoka et al. （2021）は東北地
方において集水域で団地形成を試み，利用可能量が 2倍程
度増加することを示している。今後，全国においても団地
形成を考慮した利用可能量推計を行う予定である。

V．お　わ　り　に

　本研究では，まず都道府県が管理する民有林の森林 GIS
と林野庁が管理する国有林の森林 GISを取得し，地域森
林計画を基に施業条件を設定，傾斜や起伏量といった地形
量から作業システムを設定した。次に，GISを用いて収穫
コストの算出，樹種別の木材売上，山元立木価格，造林費
を用いて収支を算出することで，経済的に利益が得られる
小班からの供給ポテンシャルを利用可能量として推計し
た。その結果，供給ポテンシャルは用材 65,490,336 m3/年，
未利用材 13,098,067 m3/年と推計された。利用可能量は用
材 31,080,672 m3/年，未利用材 6,216,134 m3/年と推計され，
供給ポテンシャルの 47.5％との結果を得た。また，未利用
材利用可能量と需要量を比較した結果，需要量に対する利
用可能量の割合は 71.6％となり，未利用材の安定供給は困

難であることが示唆された。ただし，再造林を担保するた
めに造林補助率を 100％として推計したところ，全国での
需要量を満たす未利用材供給が可能になると推計された。
森林・林業基本計画（林野庁 2016）における令和 7年の
国産材供給量の目標は 40,000,000 m3/年，その内の燃料材
は 8,000,000 m3/年とされており，持続的な森林経営を行う
上で重要となる再造林を担保することで目標を満たす供給
が期待される。
　本研究では Yamamoto et al. （2019）や Battuvshin et al. 
（2020）が開発したMATLABを用いた高速演算可能な手
法を用いることにより，FITで未利用木質バイオマス発電
設備に認定され，すでに稼働している日本全国の発電所を
対象に，小班単位で未利用材の利用可能量を推計すること
が可能となった。しかしながら，本研究の利用可能量推計
においては様々な因子を仮定して設定しており，本文で記
載した注意点以外にも下記の点について，今後，検討を要
する。現状，間伐・主伐材は全量利用する想定で，15 年，
20 年，25 年といった保育間伐期の副林木も収穫量に含ま
れている（Battuvshin et al. 2020）。これらの用材率 75％は
現実的ではなく，當山ら（2012）のように林齢に応じて用
材率を設定するなど，用材率の設定は今後の課題である。
ただし，このような保育間伐期の副林木を収穫しても伐期
全体で採算がとれるところからの供給ポテンシャルを利用
可能量と推計している本研究の試算は，地域の資源を無駄
なく利用した場合の利用可能量と捉えられる。保育間伐期
の副林木は含めない，また，逆に，一部地域で使われ始め
ている枝葉も含めて試算するなども今後の課題である。ま
た，歩留まり 90％（用材 75％，未利用材 15％）も林齢，
間伐・主伐，地域に応じた設定を検討する必要がある。久
保山（2014）は皆伐の歩留まりを統計値 75％から低コス
ト化による全量利用で 90％に，間伐で 65％から 85％に向
上するとしている。また，日本木質バイオマスエネルギー
協会（2018）では皆伐の歩留まり 90％，間伐 60％で，う
ち未利用材 20％を初期値として，すでにバイオマス利用
が始まっている地域においては，実際の採材状況に基づき，
設定することとしている。さらに，現状は未利用材として
チップ用材（C材）と競合する丸太を利用することが多い
ことから，今回の試算では枝葉ではなく，丸太を未利用材
とし，競合する C材価格を用いて試算したが，まだデー
タ数が少ないものの，枝葉も含めて，FITの調達価格等算
定委員会（経済産業省 2021）で公表されている価格の利
用も今後の検討課題である。
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